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１．はじめに 

 
この論文では、準天頂衛星システムの概要とサービス・アプリケーション事例（案）を示す。 

 
準天頂衛星システムによって、旧来サービスの充実化・新規サービスの創出は、日本の IT 環境進化に不

可欠な各種インフラ整備進展への準天頂衛星システムそのものによる効率的貢献に加えて、５～６年後に

おける IT 関連の様々な活用場面で大きな役割を果たすことができると考えている。特に、準天頂衛星シス

テム搭載の測位機能提供により、従来以上に「位置情報関連サービス」の拡大が国民に受容され、「安心・

安全・快適」な生活環境の獲得が可能となると考えている。 

 

準天頂衛星システムのサービスエリアは基本的には日本国内を第一優先とするが、準天頂衛星システム

搭載の各機能の一部は、韓国や中国沿岸の上海等の大都市や武漢等の内陸部大都市、またオーストラリア

やニュージーランドに対しても利用可能性を有するものである。 
 
２．システム概要 
 
２．１ 必要性と仕組み 
 
従来の静止衛星による通信環境は、各種の対策・工夫を凝らして様々なサービス提供が行われてきてい

るが、日本の国土は中緯度に位置するため静止衛星の仰角が４５°程度となり、特に都市部のモバイルユ

ーザや山間部のユーザにとって、ビルや山等の遮蔽物の存在によって本質的に十分なものとは言えない状

況である。 
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図１．準天頂衛星システムの必要性 
 

準天頂衛星は、特定地域から見て、いわゆる「８の字軌道」上に位置する衛星群である。例えば、静止

衛星軌道を赤道面から約４５°傾斜させた軌道面を飛行する衛星群等がある。この配置によれば、上記の

「低仰角」環境から脱却し約７０°（場合によってはそれ以上）の「高仰角」環境が日本全土で得られる

ので、都市部のモバイルユーザや山間部のユーザにとって衛星通信環境改善に大きく資する基盤を与える

ことができる。 
準天頂衛星軌道１つだけに衛星を１機配置した場合、地球の自転により、日本付近での「高仰角」確保

は約８時間となる。従って、２４時間ノンストップ運用を前提とする衛星通信環境改善を実現するために

は、赤道面から傾斜させた準天頂衛星軌道に最低１機の衛星を配置し、更にこの準天頂衛星軌道を赤道面

に沿って互いに１２０°間隔に設定し、各軌道上の衛星が地球の自転に合わせて次々に日本上空・近海を

飛来するようにすることが必要である。即ち、最低でも準天頂衛星群は３機天空に配置しなければならな

い。 
この準天頂衛星軌道を飛行する各衛星は、日本を中心とする北半球上で相互に８時間ずつ日本付近を「高

仰角」で照らすことができるので、日本及び日本と国土の近い韓国等へ容易に電波を提供することが可能

である。更に、各準天頂衛星は南半球へも飛来するので、「高仰角」の具体的な高さ（特にオーストラリア

全土をカバーする場合、約７０°より低くなる）や照射時間（「非対称８の字軌道」の場合、同じ８時間内

に衛星が移動する距離が日本上空時よりも大きい）等の制約は見られるが、理論的には南半球の各都市、

即ちオーストラリアやニュージーランドのユーザへも電波を提供することが可能である。 
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図２．準天頂衛星の仕組み 

 
２．２ 利点 
 
準天頂衛星システムの第一の利点は、「高仰角」特性である。 
複数の軌道案のうちの１案（「非対称８の字軌道」）によれば、日本付近で約７０°の仰角が得られるの

で、特に衛星通信・衛星放送の各業務については、ユーザアンテナの指向方向をほぼ真上に設定できるこ

と等から、モバイルユーザにとって従来の静止衛星の場合よりも簡易なアンテナ設定環境が実現できる。

このことにより、乗用車の同乗者等に対するコンテンツ配信サービスの裾野が拡大する可能性がある。更

に、固定局ユーザにとって、従来の静止衛星方面へのアンテナ設置に支障がある環境でも、ほぼ真上の空

が開けている場合は、ユーザアンテナの指向方向をほぼ真上に設定すること等により、衛星通信環境が大

きく改善する可能性が出てくる。 
 

準天頂衛星システムの第二の利点は、「周波数の再利用」である。 
ITU 規約上では、先行の各種静止衛星サービスを妨害しないように後発衛星サービスを導入する必要が

ある。準天頂衛星の「高仰角」特性は、通常の静止衛星の仰角との差が有意であるため、現在静止衛星で

利用中の各種周波数を準天頂衛星でも再利用することが可能となる。 
そのため、国家資産として有限である各種周波数リソースの有効活用により、地上網と衛星通信網（特

に高指向性アンテナ利用の場合）の棲み分けを更に有機的に取り扱う政策の推進が容易になる可能性もあ

る。 
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２．３ 軌道（案） 
 

現時点では、準天頂衛星軌道案を複数検討している。 
その中から、楕円軌道（非対称８の字軌道、卵形軌道）と真円軌道（対称８の字軌道）の３種類につ

いて説明する： 
 
（１）非対称８の字軌道 

例えば、Eccentricity = 0.099 として、アポジー点（日本近辺）を高度 40,338km、ペリジー点（オース

トラリア近辺）を高度 31,990km に選ぶと、日本近辺における衛星移動軌跡（オペレーショナル・ルー

プ）が小さくできる。 
この軌道の利点は、準天頂衛星搭載の「通信」「放送」「測位」の３つのミッションによる各種サービ

スがバランスよく日本近辺のユーザに提供できることである。また、オペレーショナル・ループと非

オペレーショナル・ループの接点近辺で２機の衛星のハンドオーバを行うことにより、ユーザ端末に

おけるハンドオーバ機能を簡易（または無し）とすることが可能となる。 
 
（２）卵形軌道 

例えば、Eccentricity = 0.2 として、アポジー点（日本近辺）を高度 45,019km、ペリジー点（オースト

ラリア近辺）を高度 27,310km に選ぶと、日本上空での仰角を最大にとれる（（１）の非対称８の字軌

道より１～２°高い）。 
この軌道の利点は、準天頂衛星搭載の「通信」「放送」「測位」の３つのミッションのうち、特に「放

送」関連の各種サービスが他の軌道案よりも若干効率的に日本近辺のユーザに提供できることである。 
 
（３）対称８の字軌道 

例えば、Eccentricity = 0.0 として、アポジー点（日本近辺）を高度 36,164km、ペリジー点（オースト

ラリア近辺）を高度 36,164km に選ぶと、日本近辺におけるオペレーショナル・ループは非オペレーシ

ョナル・ループと完全対称となる。 
この軌道の利点は、準天頂衛星搭載の「通信」「放送」「測位」の３つのミッションのうち、特に「測

位」関連の各種サービスが他の軌道案よりも若干効率的に日本近辺のユーザに提供できることである。 
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表１．準天頂衛星軌道（案） 

 
 
２．４ アプリケーション・コンセプト 
 
準天頂衛星システムの最大対象ユーザは、モバイルユーザ全般である。 
もちろん、既に述べたように、都市部・山間離島部の難視聴世帯へのサービス補完にも役立つが、CATV

含め既存の地上ネットワークにより様々な対策が講じられているので、先行業者圧迫とならない範囲での

共存を図りたいと考えている。 
 

モバイルユーザとしては、陸海空の 3 分野の各種ユーザが準天頂衛星システムのターゲットである。 
具体的には、乗用車のドライバー・同乗者、バス・タクシー・列車等の公共の運行サービス共用者・乗

客、航空機操縦者（特に小型機等の航空管制対象機種への支援）、各種船舶の船長・乗客等である。更には、

既に７，０００万人が契約している携帯電話・自動車電話・PHS 利用者についても、既存の各種通信サー

ビスの補完（山間部等でのローミング）や測位機能による「位置情報関連サービス」の拡大に寄与する形

で準天頂衛星システムがユビキタス・ネットワーク・サービス実現に役立つことが可能であると考えてい

る。 
 
準天頂衛星システムによる各種アプリケーションのコンセプトは、従来は異なる衛星プラットフォーム

による提供であった「通信」「放送」「測位」の３種類のミッションを同時に搭載し、「通信」のみ、「放送」

のみ、「測位」のみの新旧サービスの拡大はもちろんのこと、「通信」「測位」、「放送」「測位」等の複合サ

ービスの提供も行うものである。「通信」「放送」分野では既存の各種サービス補完に加え、モバイルユー 
ザ対象の色々なサービスを提供する。「測位」分野は、「測位」機能単独でも GPS 補完または GPS 補強の
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サービスを日本近辺に隈なく提供することで、測量作業の効率化はもちろんのこと、一般ユーザに対する

各種「位置情報関連サービス」提供のための共通基盤を構築・提供する。 

GPS衛星
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基準点

測位情報
サービス
センタ

放送
高精度測位
補正信号

通信
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通信・放送
サービス
センタ

航空ﾕｰｻﾞ

測位ｻｰﾋﾞｽ

F172

陸上ﾕｰｻﾞ 海上ﾕｰｻﾞ

F1 72

放送
映像/音声

/ﾃﾞｰﾀ

公共系、ﾋﾞｼﾞﾈｽ系、ｺﾝｼｭｰﾏ系
のあらゆる移動体ﾕｰｻﾞへの
高仰角通信・放送・測位ｻｰﾋﾞｽ

準天頂衛星システム準天頂衛星システム

通信放送ｻｰﾋﾞｽ
測位ｻｰﾋﾞｽ

 
図３．準天頂衛星システム アプリケーション・コンセプト 

 
 
３．環境分析 
 
３．１ インターネット利用の増加状況 
 
平成１３年度の総務省「情報通信白書」によれば、平成１７年度には約８，７００万人が何らかの手段

によってインターネットを利用すると予測されている。 
平成１２年度のインターネット利用人口が約４，７００万人であったことを考えると、今後５年間で２

倍近い利用者増が見込まれることになる。 
 

平成１２年度の利用場面で区分すると、従業員３００人以上の一般企業における利用率は、既に９５．

８％に達している一方、SOHO や個人ユーザの利用率がそれぞれ４４．８％、３４．０％に留まっている

ことから、今後増加する利用者はこれら SOHO、個人ユーザであると考えられる。 
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図４．環境分析１ 

 
３．２ インターネットアクセスの内訳 
 
平成１３年度の総務省「情報通信白書」によれば、平成１１年度には約３００万人が携帯電話・PHS 等

でインターネットアクセスを行っていたのに対して、平成１２年度には約１，５００万人が同じく携帯電

話・PHS 等でインターネットアクセスを行ったということである。この増加率は１年で約５倍である。 
このことにより、今後インターネットアクセス増加の中心となるのは、携帯電話・PHS 等を含めたモバイ

ル端末を保有するユーザであると考えられる。 
 

 
図５．環境分析２ 
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３．３ 全国通信サービスカバー率 
 
最新の NTT ドコモ情報によれば、平成１６年度末には FOMA の人口カバー率約９７％達成となるとの

こと（２００２年１０月２３日 HP 情報）である。第三世代のサービスカバー率は au や Vodafone も同程

度の実現を目指している。 
しかし、国土（面積）カバー率として見た場合、山間部・離島部等含めて約４０％と見られる。 

公共通信サービスの側面を持つ携帯電話・PHS の利用場面拡大については、公共財サービスと設備投資等

経済原理とのバランスで残り６０％全ての国土をカバーすることはかなり困難と見受けられる。 
 

ITS の全国展開でも上記と同様なサービスカバー率向上への設備投資等の課題はある。 
 

 
図６．ＩＭＴ２０００サービスエリア 

 
 
３．４ 準天頂衛星システムの役割 
 
上記の各分析によって、準天頂衛星システムの「高仰角」特性は、今後急増が予想されるモバイルユー

ザ（携帯電話・PHS ユーザに加えカーナビ等の搭載自動車の運転者や同乗者・乗客等）をサービス対象と

することが自然であると言える。 
また、準天頂衛星システムは全国通信サービス（面積）カバー率を補うことに十分に役に立つものと考

える。 
 

 

地上インフラ：４０％ 

準天頂インフラ：１００％
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４．サービス・アプリケーション事例（案） 
 
先行サービスの進展等により既に基幹的運用に入っている衛星通信関連サービスとして、公共サービス

が第一に挙げられる。即ち、防災通信、遠隔教育、遠隔医療等である。準天頂衛星システムは、これらの

既存サービスに対して、「高仰角」特性によるサービス（面積）カバー率向上の役目を果たすことができる。 
また、報道機関等が活用している SNG（Satellite News Gathering）についても、準天頂衛星システムの

特長（ゲートウェイ局アンテナサイズが大きい、衛星側の G/T が大きい、離角が多いため他衛星との干渉

が少ない等）により、従来設備よりも小型アンテナを活用する移動中の報道画像通信や新聞記者等からの

アドホック通信が可能となる。これらはマラソン中継の画像向上や従来の衛星通信環境では実現しづらい

地形（山間部やビルの谷間等）における事件現場報道等に資することができる。 
 

準天頂衛星システムによって、既存機能強化または新規創出可能なサービス・アプリケーション事例（案）

のうち、代表的なものを６種類下記に示す： 
 
４．１ パーソナル・コミュニケーション 
 
準天頂衛星搭載の「測位」ミッションによる、日本全国での GPS 補完（準天頂衛星が新たな GPS とし

て L1、L2、L5 帯レンジング信号を送出）、GPS 補強（準天頂衛星から DGPS 信号、RTK-VRS 信号、GPS

捕捉支援信号を送出）の２種類のサービス信号送出によって、通常レベル（１０m 程度）からより精度の

高いレベル（１m 級、２０㎝級、２㎝級）の位置情報を、モバイルユーザが取得する基盤が整備できる。 
既に先行サービスが存在するが、精度確保のインフラの１つを準天頂衛星システムが提供するので、既

存端末（携帯電話・PHS・カーナビ等）側での若干の工夫（GPS 信号受信回路追加等）により、この「測

位」環境を容易に利用することが可能となる。 
 

従って、米国で法制化した E911 対応のサービスを日本国内でも本格的に提供すること、現在サービス

開始となった POI（Point of Interest）に基づく店舗・イベントガイダンス等を高度化すること、或いは電

波障害地域（山間部やビル陰等）でのコンテンツ受信を補強すること等が、既存の様々なベンダー・プロ

バイダーとの協調関係の中で現実的になると考えられる。 
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図７．パーソナル・コミュニケーション 
 
４．２ リアシート・インフォテイメント 
 
準天頂衛星搭載の「放送」ミッションによる、日本全国での各種放送サービスによって、移動中や渋滞

中の各種自動車の同乗者に対して、各種コンテンツ（音楽、映像、ニュース、交通情報・気象情報等）を

配信することが可能となる。トンネルや橋梁下等での電波受信対策は適宜必要となるが、ビル街や山間部

始め高速道路沿いの防音壁近辺等を走行する自動車にも、準天頂衛星システム用の小型アンテナを搭載す

ることで、現状では実現していない自動車への鮮明な画像配信を「いつでもどこでも」容易に利用するこ

とが可能となる共通基盤を整備できる。 
 
このサービスは技術的には従来型の衛星マルチキャスト配信なので、移動中に選局をやり直すことな

く日本全国どこへ行っても切れ目のない音楽チャンネルや馴染みのテレビ番組等を、クリアな受信環境で

自動車搭乗の同乗者・乗客等が楽しめることになると考えられる。 
 
更に、応用例として、列車搭載のアンテナから車内の乗客の所持する端末に向けて無線 LAN 等の手段

 ①パーソナル・ナビゲーション 
携帯端末で、現在位置の案内、行き先の

案内を行います。 
（第三者位置探査、巡回販売員管理等） 

②コンテンツの受信  
携帯端末で、音楽・ニュース・気象情報等

のコンテンツを受信します（地上網補完）。 

携帯端末 

GPS 準天頂衛星 

コンテンツ・サービス・プロバイダ

ロケーション・サービス・プロバイダ

ニュース

現在位置案内 位置情報 

良いレストランが

見つかった！
レストラン情報 

準天頂衛星 
GPS

携帯端末 

位置情報 

③事故時の緊急通報 
事故，傷病等が発生した場合、人の位置を

緊急連絡先，警察，救急，消防に通報しま

す。 

携帯端末 

事故

ロ ケ ー シ ョ

位置情報

警察 

山登りに行った息子は

大丈夫かな！ 

GPS
準天頂衛星 
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によって、準天頂衛星システムからの放送コンテンツを再送する環境も構築できる。このことにより、列 
車内でもユーザが視聴したい番組を継続的に提供するサービスが登場してくるものと思われる。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図８．リアシート・インフォテイメント 
 
４．３ テレマティクス 
 
既にトヨタ G－Book を始めとして各種テレマティクスサービスが登場している。 
準天頂衛星システムの「測位」機能だけでも、パーソナル・コミュニケーションの分野で既に述べたこ

とと同等の高精度測位サービスが、先行の各種テレマティクスサービスの内容の充実化に役立つものと考

えられる。更に、準天頂衛星システムの「高仰角」特性に基づく「通信」機能により、特に山間部・ビル

街等における通信環境改善に資することも可能なので、プローブカー等による的確な交通量把握との連携

に基づく従来以上のタイムリーな渋滞情報取得等により、自動車による移動が現状より飛躍的に効率的に

なるであろう。 
具体的には、先行の各種サービスメニューに加えて、下記が利用され得る： 

 
（１）リモートメンテナンスの実現 
車両の稼動状況を運行中に車内センサーデータとして保存しておき、それを定期・非定期に保守サービ

ス会社（ディーラーや契約整備工場等）へ通知する。通常は地上網経由でデータ送出を行うが、地上網

の通信エリア外では準天頂衛星システムによりデータローミングを行う等、データ収集の通信機能を準

天頂衛星システムが補うこともあるが、原則として、準天頂衛星システムの「測位」機能により、セン

サーデータ蓄積タイミングの車両位置情報の獲得が容易になる点で、ドライバーの運転特性に適した整

備を行う等、リモートメンテナンス業務の実効性を向上させることが可能であると考えられる。 
保守サービス会社は、車両の稼動状況を把握することにより、緊急の場合は地上網経由でドライバー

に対する走行支援を行うことも可能となるであろう。 
 

自動車に、映画・音楽・
ニュース・交通情報・天
気情報・株式情報等の
コンテンツを提供します
（受信障害が少ない）。

自動車に、映画・音楽・
ニュース・交通情報・天
気情報・株式情報等の
コンテンツを提供します
（受信障害が少ない）。

準天頂衛星

コンテンツ・サービス・センター

携帯端末

家庭

車載端末

音楽音楽 ClassicClassic＆＆JPOPJPOP ♪♪♪♪

映画映画 アクション映画特集アクション映画特集 ☆☆☆☆

ニュースニュース スポーツ＆世界のニューススポーツ＆世界のニュース！！！！

交通情報交通情報 道路交通情報道路交通情報

エリア情報エリア情報 イベント＆おとく情報イベント＆おとく情報

音楽音楽 ClassicClassic＆＆JPOPJPOP ♪♪♪♪

映画映画 アクション映画特集アクション映画特集 ☆☆☆☆

ニュースニュース スポーツ＆世界のニューススポーツ＆世界のニュース！！！！

交通情報交通情報 道路交通情報道路交通情報

エリア情報エリア情報 イベント＆おとく情報イベント＆おとく情報

映画

音楽

ニュース

交通情報

車載端末のメニュー
よりプログラムを選択
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（２）既存サービスの拡充 
パーソナル・コミュニケーションと同様に、緊急通報機能や事故・故障時の対応、更には盗難対策等

の充実化にも、準天頂衛星システムの「測位」機能による GPS 利用環境整備が活かされるものと考えら

れる。 
即ち、従来以上に詳細な位置情報を獲得することで、緊急通報発信拠点が山腹の何合目あたりなのか、

そこへ救出に向かうのに山頂から降りた方が良いのか、それとも登山口から登る方が良いのか、等の判 

断が今までより容易になり、対応策もより迅速・的確に推進することが可能となるであろう。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図９．テレマティクス 
 
４．４ 運行管理 
 
運行管理についても、既に多くの形態で先行サービスが存在する。 
現状でも GPS 利用・非利用いずれのサービスもあるが、IT 社会における E コマース関連サービスの本

格的発展に本来的に付随する物流分野の役割の重要性を考慮すると、準天頂衛星システムの「測位」機能

が、高精度位置情報関連の各種サービスによって業務車両の運行管理の機能向上に役立つものであると考

える。 
具体的には、従来以上に詳細な位置情報に基づく配達・運送・配車管理等が、IT 社会の E コマースユー

ザの欲する様々な形態にきめ細かく適合させて物流を展開する基盤になり、バーチャルな世界とリアルな

世界の接点において、各物流関連サービスが一層進展することがありえるものと考える。 
 

詳細な位置情報に基づく運行管理への準天頂衛星システムの適用を推進するには、GIS その他の周辺情

報処理技術の更なる発展が不可欠である。 
 
 

②事故時の緊急通報

事故、傷病等が発生した場合、車両の位
置と情報を警察・救急・消防に通報しま
す。

②事故時の緊急通報

事故、傷病等が発生した場合、車両の位
置と情報を警察・救急・消防に通報しま
す。

ロードサービス・
センター

準天頂衛星

故障

GPSGPS

事故
警察

救急・消防

GPSGPS

メンテナンス・
サービス保守・整備

GPSGPS
③メンテナンス情報の連絡

ガソリンの量、オイルの量・汚れ等のメン
テナンス情報を、契約しているガソリンス
タンド・カーディーラに連絡します。

③メンテナンス情報の連絡

ガソリンの量、オイルの量・汚れ等のメン
テナンス情報を、契約しているガソリンス
タンド・カーディーラに連絡します。

ガソリンスタンド
カーディーラ

準天頂衛星

準天頂衛星

①車両の保守状況の管理

車両に車載端末を搭載し、車両の整備
状況を管理します。車両の不調時には車
両の位置と状況をロードサービス・セン
ターに連絡します。

①車両の保守状況の管理

車両に車載端末を搭載し、車両の整備
状況を管理します。車両の不調時には車
両の位置と状況をロードサービス・セン
ターに連絡します。

位置情報

車両保守状況

位置情報

位置情報

メンテナンス情報



Space Japan Review, No. 27, February / March, 2003                                         13 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図１０．運行管理 
 
 
４．５ 緊急医療 
 

平成１３年の厚生労働省「人口動態統計（確定数）」によると、急性心筋梗塞による死者は約４．５万 

人であった。このうち半数が発作後１～２時間以内の死亡と見られる。従って、心筋梗塞発作後３０

分以内に救急医療機関への搬送がスムーズに行われるか、または搬送中に的確な処置が実施されれば、更

なる死亡率低下に大きく貢献できる筈である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図１１．緊急医療 

 

医師より処置方法を救急車へ指示医師より処置方法を救急車へ指示

救急車から患者の詳細な生体情報
(動画・データ等）を医療機関へ搬送
中に送信

救急車から患者の詳細な生体情報
(動画・データ等）を医療機関へ搬送
中に送信

全国にて同等サービス

準天頂衛星利用により、山間部/都市部など場所
を選ばず同等サービス提供が可能

全国にて同等サービス

準天頂衛星利用により、山間部/都市部など場所
を選ばず同等サービス提供が可能

早期処置により救命率が大幅上昇

患者の高精彩動画にて搬送中に、受け入れ病院
の医師が診察可能となる

→ 救急車に乗車の救急救命士により、医師の指

示があれば認められている処置が搬送中に可
能となる

→受け入れ病院の事前準備の適切化/効率化

早期処置により救命率が大幅上昇

患者の高精彩動画にて搬送中に、受け入れ病院
の医師が診察可能となる

→ 救急車に乗車の救急救命士により、医師の指

示があれば認められている処置が搬送中に可
能となる

→受け入れ病院の事前準備の適切化/効率化

救急車→病院
患者生体情報
・動画・エコー
・データ・音声

救急車←病院
医者の指示
・音声・データ

準天頂衛星

①リアルタイム位置監視に
より運行管理機能が向上し
ます。

①リアルタイム位置監視に
より運行管理機能が向上し
ます。

GPS

・××薬局へ配達するま
えに◇◇に寄って下さい。
・○○市の■■マンショ
ンの△△さんから荷物を
受け取ってして下さい。

配送中、事故に
あいました。

〇〇運輸

・運行管理

・コンテナ管理

・リモートメンテナンス

今日、午前中に配送
すると言ってるけど、
まだ来ない！
いつ来るの？

運行管理センターへ問い合わせ

準天頂衛星

運行管理センター

③お客様の荷物の現在位
置の通知および配送時間の
確認・変更に対応します（詳
細対応が日本全国規模で
可能）。

③お客様の荷物の現在位
置の通知および配送時間の
確認・変更に対応します（詳
細対応が日本全国規模で
可能）。

②衛星測位機能により、車
両の高精度位置管理を行
います。

②衛星測位機能により、車
両の高精度位置管理を行
います。 車両位置情報
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 交通渋滞解消という根本課題対策は引き続き確実に実施されなｋればならないが、まず救急患者搬送中

または緊急入院時の的確な処置の実現も必要と考えられる。準天頂衛星システムの「通信」機能は、「高仰

角」特性と共に。まさにこのようなニーズに対応できるものである。 
 即ち、救急患者受入れ先の病院の医師と密な連絡をとりながら、適宜患者の生体データゆあ顔色等の画

像を救急車から病院へ伝送し、必要な処置は搬送中にも実施できる環境を整備することにより、救急患者

の死亡率低下という社会的な意義に資することができると考える。 
 
４．６ 危機管理 
 

平成９年の阪神淡路大震災の６，０００人を超える死者のうち約８８％は家屋の倒壊による圧死が原

因であると伝えられている。ある医療関係者によると、兵庫県全体で６割近くの病院が被害を受けたこと

により十分な治療が施される状況ではなかったとのことで、災害医療の機能が保全されていれば、死亡者

のうち２～３％は救命できたかもしれないとの話がある。また、初期救助活動の各場面に必要な通信機能

が輻輳や停電、施設被害等により喪失したところもあった。即ち、阪神淡路大震災では地上通信インフラ

の破損が非常に大きかった上に、多くのビル・家屋の倒壊により、救助活動も厳しいものであったといえ

る。 
従って、消火設備の充実等の対策推進は当然として、従来型の防災無線システムによる適切・迅速な

避難誘導等の機能が十分に働かない状況において救助活動の確実化を目指すためにも、準天頂衛星システ

ムの「測位」「通信」機能が、「高仰角」特性と共に役立つことができると考える。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図１２．危機管理 
 
５．今後の見通し 

準天頂衛星システムについては、平成１５年度開発予算が国家として認可された。総務省・文部科学

省・国土交通省・経済産業省の４省それぞれの研究テーマに対応する具体的作業を NASDA、CRL その他 
の各機関のご支援を受けながら官民共同で推進する予定である。民間側の All Japan の受け皿組織設立への

大地震、火山噴火、台風による
洪水等が発生した時、災害現
場の映像をリアルタイムで政府
や自治体の対策本部に伝送し
ます。

大地震、火山噴火、台風による
洪水等が発生した時、災害現
場の映像をリアルタイムで政府
や自治体の対策本部に伝送し
ます。

準天頂衛星

災害対策

警察、消防等のヘリコプター

大地震

火山噴火

被災した地域の詳細
がリアルタイムでよく
分かり、非難地域の
設定も的確になる。
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事業企画会社として「新衛星ビジネス株式会社」が平成１４年１１月１日に発足している。衛星打上げは

平成２０年度頃を目処としているが、多くのユーザ・サービスプロバイダー・業界のニーズを吸い上げな

がらより詳細な具体的検討を行っていく。 
 
この論文は 2002 年 11 月にソウルにて開催された APSCC―2002 にて発表された内容によるものである。 
 


